












れている 「欧州比較モデル」である。本稿ではこのモデルに 日本 ・アメリカ ・オース トラリアを加
え,「国際比較モデル」 とし,先進工業国における国際比較を行い日本の独 自性を考察する。
分析の結果,日 本は近代化指標に関しては欧米諸国と同水準にあることが示されているが,ジ ェ
ンダー ・システム指標や家族行動指標においてアメリカや北西欧諸国 と差異がみ られた。特に婚外
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1.は じめ に
欧州の1960年代後半から1970年代初頭からの出生力の低下や家族行動の変化に関して,そ の変
動を説明するのに有力な理論 として 「第2の 人口転換」(TheSecondDemographicTransition)論
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然とした順序をもっており,人口集団は一つの段階か ら次の段階へ と,一部のグループが先行 しな
がら進んでい く」(p.31)としている。またヴ ァン ・デ ・カー とともに 「第2の 人口転換」論を発
展させたレスタギ(2000)によれば,「第1の 転換」を 「出生調節の強化」が特徴であり避妊効率




まず第1段 階 として,欧 州における1960年代,と りわけ1955年か ら1970年までの家族行動の変
化には3つ の要因があると指摘 している。第1に 離婚の増加の トレン ドが急速にな り,第2に ベ
ビーブームが終了し,全 ての年齢で出生力 と結婚期間が同時的に低下 したこと,そ して第3に
1880から1920年の問でほとんどの欧州の国で始まった結婚年齢の低下が止まり,25歳以前での結
婚する割合が著 しく低下 したことをあげている。そ して,こ の時期に一時的であ ったが婚前妊娠













1)離婚 の増加,2)ベ ビー ブームの終焉,














("shotgunmarriage")が増加 し,こ れは 「婚前性交 が増加 したに もか かわ らず避妊 に よる望 まれ
な い妊娠が 回避 され なか った こ と」に よるが,1970年代を境 に婚 前妊娠 は減少の一途 を辿 るこ と
にな る。 その代 わ り 「10代での妊娠 」(teenagepregnancy)が問題化 す るこ とにな った と説 明 し
てい る。
第2段 階 として1970年か ら1985年の変化 については,婚 前 同棲(premaritalcohabitation)が北
欧諸 国か らその 他の諸 国へ広 が った ことに象徴 され る。 これ らは合意 上の ユニオ ン(consensual
unions)と称 され,法 的関係か ら離 れた結合関係 とい うこ とで"paperlessmarriage"と呼ばれた。
この ような合意上 のユニオン の増 加 によ って婚外子 出生率 の増 加が加速 した が,こ れが25歳以下
の出生力の低下を抑え るほ どの効果を持たなか ったの である。
第3段 階 である1980年代後半 か ら現在 までの変化は,「高 い水準 の離婚 率が一般化 したこ と」 に
よって特徴 付け られる。 離婚率 は高い ままであ るが,再 婚率 は依然 として1960年代 か ら低下傾 向
に あ るま ま で あ る。 結 婚 後 同棲(post-maritalcohabitation)やパ ー トタ イム 同 棲(part-time
cohabiting)や"Livingaparttogether"関係が再婚 に代 わる新 しいユニオ ン形 成 として登場 し,
これ らの変動 に よって 「30歳以上 での出生 力の回復効果」(recuperationeffectoffertilityafterage
30)が発生 する。
レス タギ は新 しい性行動 の 自由化が もた らす性的 関係(sexualpartnership)の多様 化や宗教 観
や価値観な ど伝 統的規範の弛 緩(relaxation)が長 い間維持 されて きた伝統的 な人 口 トレン ドを後
退 させ,個 人主 義(Individualism)化や脱物質 的価値(post-materialism,Inglehart1997)が台頭
してきた ことが出生力に どの ように影響 しているの かを分析 している ことに特徴 がある。
Phinellietal.(2001)の欧州比較 モデルの理論 的背景 には この 「第2の 人口転換 」論 があ り,変
数 の選択 にその影響 が強 く出てい る もの とな って いる。 ここで 「欧 州比較モ デル 」 とは,Phinelli
etal.(2001)の7章で用い られてい る主因子法 に よる因子分析 を用 いた比較分析 を指 す。 今回の
分析では原則 としてPhinellietal.(2001)の用いた指標 を用 いて いるが,新 た に加 えた4カ 国に も
共通す る指標を用い るために い くつか変更点や変数 の追加 が行 われている。 さ らに因子 分析 で用い
る変数を標準化 した上で階層 クラス ター分析 を行 い,そ れぞれの国の相対 的距離 に よる比較 分析を
行 う。「欧州比較モ デル」 に 日本 ・ア メリカ ・オース トラ リアを加 えたモ デル を 「国際比較モ デル」
とし,先 進工業国におけ る国際比較 を行 い 日本の独 自性 を考察 する。
2.「国際比較モデル」に使用する変数
欧州 比較 モデ ルで は3つ の潜 在変 数(LatentVariables)を用 い てお り,そ れぞ れ 「近 代化 」
(Modernization)指標 ・「ジ ェン ダー ・シ ス テ ム 」(Thegendersystem)指標 ・「家 族 行 動 」
(Reproductiveandfamilybehavior)指標 と定義 付け され る。
「近代化」指標 は,「第2の 人 口転換 」後,先 進 工業 国の出生 力にお けるユニオ ン形 成 と分散 の
方法 に変化 が生 じた こ とは近代化 の1つ の側面 として理解 で きる とい う観点 か ら,「脱産業 発展 」
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(post-industrialdevelopment)や「脱 物質的価 値」(post-materialistvalues)と関連 した文 化や 生
活の質(qualityoflife)を重視 する価 値観の普及度 を測 る指標 とな る。 「近 代化」指標 の観測変数
は 「富」,「情報伝達」,「生活 の質」,「文化」,「労働市場 と経済上 の困難の程度」,「メデ ィアの透 明
性 と脱 物質的価値の程度」の6側 面7変 数 で構成 されて いる。「富 」(anindicatorofwealth)の指
標は本義 に倣 うな らば 「一人あ た りGDP」 が望ま しいが,デ ー タの利用可 能性 か らここで は 「実
質GDP」 を用い る。 使用 国 を制 限 した予 備推定 におい て 「一人 あ た りGDP」 を用 いた が 「実 質
GDP」との差 異はみ られなか った。「情報伝達」(anindicatorofcommunication)の指数は 「電 話
普及率」 を用 いる。 ここで は 「100人あた りの 電話線 ・電話加 入者数」 と独 自の変数 として 「100
人あた りPC所 有数」を用い る。「生 活の質」(anindicatorofqualityoflife)の指標 は 「0歳時平均
余命」 を用 い,男 女の平均値 を用 いる。 「文化」(anindicatorofculture)の指数は 「教育水準 が第
3段階 であ る女性の割合 」 を用 い る。「第3段 階」は必 ず しも大卒 以上を示 すわけで はな く,高 等
教育 を受 けてい る女性 を示 す指標 として各 国で若干 の差異 が存在 す る。「労働市場 と経 済上の 困難
の程度」(anindicatoroflabormarketandeconomicdithculties)の指 数は 「男性の失業率」 を用 い
る。女性の失業率は近代化指標 とい うよりはジ ェン ダー の労働市場 での参加度に関わ って くる もの
と考 え られ るため,こ こでは男性の失業率 を用 いる。 「メデ ィアの透 明性 と脱物質的価値 の程度」
(anindicatorofexposuretothemassmediaandhencetopostmaterialistvaluesineachcountry)は
「日刊新聞の種類」 を用い る。 国に よっては非 日刊新聞 が 日刊新聞 よ りも一 般的で ある場 合 もある
が,日 刊新聞 に くらべ分散 が大 きくその ような国は少数 である ことや東欧の国においてその傾 向が
み られ るこ とな どか ら,日 刊新 聞に限定 してい る。
「ジ ェンダー ・システム」指標 は,女 性 の政治分野 での意思決 定へ の参加度(Women'spartici・
pationinpoliticaldecisionmaking)と女性の労 働市場 への参 加度(Women'sparticipationinthe
labormarket)に代表 され る変数を用い る。政治分野への参加度は 「議会 におけ る女性議員割 合」,
「女性首 長割合」(Thepercentageoffemaleministers),「議会 に おいて女 性が初 めて選 出され た
年 」 を用 い る。 労働市場 への参 加度 は 「労働市場 におけ る分 離の程 度」(anindicatorofsegrega'
tioninthelabormarket),「サー ビス業 や公務員 におけ る女性 の割合」,「女性の 人的資本 割合」,
「結婚時平均年齢」(Averageageatmarriage)を用 いている。 「労働市場 における分離 の程度」の
指数 は 「経済活動率」(Therateofeconomicactivity)を用い る。「経 済活動率」はILOに よって
算 出 された15歳以上の 労働 力人 口を男女別 に集計 した ものの女性 の指標 を用い,こ の指標 は労働
力に関す る概 念(Conceptsrelatedtothelaborforce)として利 用されてい る。「サ ービス業 や公務
員 に おけ る女性 の割 合」の指 数は今 回の分析 では 「非 農業分 野 におけ る女 性の就業割 合」 を用 い
る。 労働 市場 への女 性の進 出の程度は 「サー ビス業や公務員 におけ る女性 の割合の増加 が最 も著 し
い ことが観 察されてい る」(Phinellietal.2001)とあるが,デ ー タの利用可能性 か ら非農業 分野 に
おけ る就業割合 を用 い る。「女性の人的資本割合 」の指数は 「教育 水準が第3段 階 におけ る女 性の
就業」 で示 され,教 諭 ・講 師 ・教授な ど高等教育に携 わ る女性の割合 を示 す もので あるが,デ ー タ
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表1国 際比較モデルに用いる変数のコー ド
変 数 名 概 要 データ元
GDP 100万米 ドルを単位 としたGDP IMF;InternationalFinanceStatistics
電話普及 100人あた りの電話線 ・電話加入者数 StatisticalYearBook(eachyear)











ジ 女性議員割合 議会における女性議員割合 IPU(eachyear)







シ 女性労働力率 女性の経済活動率 ILOYearBookofLabourStatistics
ス
テ (eCOnOmiCaCtiVityrate)
ム 女性就業割合 非農業分野における女性の就業割合 ILOYearBookofLabourStatistics
TFR 合 計 出生 率(TotalFertilltyRate)D mographicYearBook(eachyear)
婚外子割合 婚外子出生割合(出 生1,000あた り) 人 口動 態 統 計,ComcilofEurope,Australian
BureauofStatistics(2000),USNationalVital
Statistics








平均初婚年齢 初婚時の結婚時平均年齢 国立 社 会保 障 ・人 口 問題 研 究所,CouncilofEu'
rope,USCensus,KoreaNationalStatistical
Ofnce




的に女性の結婚時平均年齢が高 くなればなるほど,配偶者の との年齢差が少な くな り,夫婦の平等
性が増すということが知られている(Phinellietal.2001)。「結婚時平均年齢」は離婚率が高 く,
再婚率が高 くなるにつれて平均初婚年齢よりも高 くなるため,結 婚時平均年齢 と平均初婚年齢は両
方用いることが望ましいが,デ ータの利用制約上 「平均初婚年齢」のみを用い,「家族行動」指標





出生 率」は第1子 出生時のユニ オン形成 の多様化を示す。「第1子 出生時平均年齢」 は現在の 出生
力の水準 を示す だけでは な く,出 産の 延期や 出産 と結 婚の関係 性 を示 す指数 であ る。 以上の3変
数は再生産行 動におけ る最近のユニオン形成の変化の基本 的な局面 をうま く要約す る指標 であ る と
い うことがい える。家族行動指標は 「初婚率」(Thetotalrateoffirst-nuptiality),「平均初婚年齢」
(Averageageatfirst-marriage),「合計離婚率」(Thetotaldivorcerate)の3変数 を用 い る。それ









図2は 「ALL」モデルの因子分析結果であ る。第1主 成分には 「女性議員割合」,「女性首長割
合」,「経済活動率」,「合計出生率」,「婚外子出生率」,「平均初婚年齢」,「合計離婚率」 とジェンダ
ー指標 と家族行動指標が抽出されている。第2主 成分には 「100人あた り電話加入者数」,「100人
あた りPC所有数」,「非農業就業割合」,「第1子 出生時年齢」 と近代化指標が強い因子 となってい
る。
「ALL」モデルは上に行 くほどジェンダー ・家族行動指標の影響が強 く,右に行 くほど近代化指
標の影響が強 くなることを示 している。階層クラスター分析の結果から 「ALL」モデルはデンマ
ーク,フ ィンランド,ノルウェー,ス ウェーデンの 「北欧」グループ,フ ランス,イ ギ リス,オ ー
ストラリアのグループ,オ ース トリア,ド イツ,オ ランダのグループ,ス ペイン,ギ リシャ,イ タ
リアの 「南欧」グループ,ハ ンガリー,ブルガリア,ルーマニア,ポ ーラン ドの 「東欧」グループ
の5つ に分けることができ,そ れぞれ言語や地政学的な分類に一致する。 ここではそれぞれの区
分ごとの特徴をみることによって,そ れぞれの差異を説明する。
まずデンマーク,ス ウェーデン,フ ィンラン ド,ノルウェーで構成される 「北欧」諸国について
であるが,こ の地域の特徴は①女性の労働参加の高さと②婚外子出生率の高さである。女性の労働
参加については,「経済活動率」がそれぞれ60～70%後半(2000年)と高 く,ジェンダー指標であ
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姻の有無に関わ らず第1子 出生時に男女の親 が揃っている割合が9割 を超えていることか ら示 さ
れる(善 積1993)。またスウェーデンにおける 「親子法」(1976年)・「サムボ法」(1987年)など
のように税制上事実婚(同 棲)を 法律婚 と同等の地位に定め,婚 外子 と婚内子の差別をな くす とい
った法整備がなされたことが指摘できる(永井2004)。10代の望まれない出生を抑制するための
社会政策は行 き届いてお り,避妊実行率が高 く,人工妊娠中絶の利用も10代や20代前半の女性に
よって利用されている(善積1993)。1980年代後半からの出生率の反嬢は,「35歳以上」の女性に
よる取 り戻 し効果(レ スタギ ・モース2000)によるものが大きく,それらは 「労働市場 と家庭に
おける男女平等を実現し児童福祉を推進するという目標実現の(中略)『副産物』」(津谷2003,p.
52)と説明される。ただしスウェーデンの1980年代中盤の大きな取 り戻 し効果は,「有給育児休暇
の特別延長 に関連 した期間効果」(レスタギ ・モース2000,p.16)によるものであると指摘され
ている。
オース トラリア,フ ランス,イ ギ リスで構成 される区分について,フ ランスは世帯形成(house-
holdformation)において同棲の増加による晩婚化 ・晩産化が進み,婚 外子出生率が4割 台と北欧
に近い第1子 出生パターン となっている(小 島2003;OgdenandHall2003)。イギリスに関して
は,「ほとんど正反対の家族政策をもつ2つ の国が,こ こ30年の全体的な出生水準に関 しては一卵
性双生児の ようである」(レスタギ ・モース2000,p.15)といわれているように,今 回収集した
データにおいて も 「合計出生率」がフランス1.89,イギ リス1.65(ともに2000年),「女性高等教
育」,「女性議員割合」など多少の差異はあるが全体の水準ではフランスと特性が似ている。ただし
レスタギ ・モース(2000)によれば,イ ギ リス ・オース トラリアはフランスや他の北西欧諸国に
比べ10代での出生力が高いことが指摘され,オ ース トラリアの期間出生率や30代以上での取 り戻
し効果は他の西欧諸国 と同様であることが指摘 されている。オース トラリアの婚外子出生率や近接
要因については事例研究の部分で詳述する。
オース トリア,オ ランダ,ド イツなど 「ドイツ一汁ラソダ語圏」(原2003)諸国について,北 欧
に比べ婚外出生率が20%から30%と低 く,同棲などのユニオン形成が少な く 「結婚一子育て規範」
が強 く存在 し,女性の高学歴化や女性の経済活動率が50%台と高い労働参加にもかかわ らず,「有
配偶者や有子の場合に就業率が低 くパー トタイム就業の割合が大きいこと」など南欧諸国や日本 と
似ている部分がある(原2003,p.81)。ただし出生間隔調節に関わる避妊実行率やその避妊方法
については北欧に近い。出生力に関して ドイツは20代前半の出生力の急激な低下が全体の出生力
を低下させ30代の取 り戻 し効果により置換水準を割 りなが らもやや安定 した水準を維持 してお
り,オ ランダは 「第1子 出生時年齢」は他の国に比べて高 く一人暮 らしや子 どもな しの婚前同棲
の傾向がみられるが,30代の出産取 り戻し効果が大 きいためその延期効果は 「中和」 されている
(レスタギ ・モース2000)。
スペイン,ギ リシャ,イ タリアなど 「南欧」諸国について,ス ペインについては事例研究で詳述
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する。「南欧」諸国からひとつ頭を抜け出しているポル トガルは,他 の 「南欧」諸国に比べ 「男性
の失業率」が3.1(2000年)と低 く(イ タリア8.1,スペイン9.6,ギリシャ7.3),ジェンダーの政




がみてとれる。ポル トガルはカ トリック教徒が大半を占め,人 工妊娠中絶に関しては 「治療的妊娠
中絶,優 生学的妊娠中絶のような例外的ケースを除いて,一 般には妊娠中絶は禁じられている」
(西岡2003a,p.32)など宗教的な影響力が強い。 しか しパー トタイマーが主流とはいえ女性の労
働参加は進んでいる。イタリアについては 「婚外子出生率」が9.66(2000年)とギ リシャの3.87よ
り'は高水準にあるものの,ス ペイン17.74,ポル トガル22.2よりも低水準にある。
ブルガリア,ハ ンガリー,ポ ーラン ド,ルーマニアなど 「東欧」諸国については,「電話加入数」
が100人あたり50を切る国が多 くrPC所有数」も1割 以下,「平均寿命」は70歳前後,「男性失業
率」も平均 して10%前後 と近代化指標全般において他の区分よりも低水準であることが確認でき
る。ジェンダー指標は全体的な印象 として南欧諸国 と似た特徴を持っている。家族行動指標に関 し
て 「婚外子出生率」は国によってばらつきがあり10%から40%と南欧諸国と同様の水準であるが,
「平均初婚年齢」が23歳から24歳と低 く 「第1子 出生時年齢」 も同様 に低い。妊娠中絶 と10代での
出生力が高いことは望まれない妊娠が多 く,多様なユニオン形成が 「婚外出生力」を反映 している
とはいえない。出生力に関して東欧諸国の多 くでは 「より高い年齢への出産の延期」現象は始まっ
たばかりであ り,「低出生力に行き着いたのは,全 体的な延期の結果 よりも,主 に量の低下の結果
である」(レスタギ ・モース2000,p.18)と説明される。
最後に,楕 円で括 られていない国についてふれる。ポル トガルについては 「南欧」諸国の部分で
ふれたが,宗教的な影響が強 く女性の労働参加度が高い点で他の南欧諸国 と異なる。スイスに関 し





4.分 析 結 果:90-00モデ ル
図3はrALL」 モデルを1990年・1995年・2000年と時系列 でプロ ットした ものである。Phinelli
etal.(2001)はこの時系 列モデルを変数の数を制限 しなが ら,1960年か ら1994年までの年次変化
を分析 して いる。 このモ デル の分析 目的は,期 間指標 で観察されるグループ分けが時系列上で どの
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ものの,ひ とつのグループへの収敏過程はみ られない。 日本は完全に南欧諸国の動 きに リンクし,
アメリカは2000年時点で北欧諸国 と東欧諸国の間に位置している。このモデルは近代化 ・ジェン
ダー ・家族行動と多角的な変数を用いて分析を行っているが,ア メリカの西欧と東欧の位置につい
ては,レ スタギ ・モース(2000)の出生力分析でも述べられている。前述 したようにアメ リカは
学歴など社会階層によって出生パ ターンが異な り,低 ・中程度の教育程度の女性は10代か ら20代
前半での出生 という東欧諸国 と共通する出生パターンを持ち,高等教育を受けた女性は西欧型の出
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生パターンを示 し,30代での出生力の 「取 り戻し」効果も大 きい。オース トラリアはジ ェンダー
指標の労働参加度の高さから西欧諸国と同じグループに入る。
5.GDI指数とGEM指数の合計出生率と婚外子出生率に対する影響
最後 に国際機関 によって収集 され た国際比較指標 を用いて合計 出生率 と婚外子 出生 率に対す る影
響 力を測定 する。 ジェンダー ・シス テム指標 と家族指標 に関 して,国 連 開発計画(UnitedNations
DevelopmentProgram)が作成す るHDI(HumanDevelopmentIndex:人間開発指数),GDI
(GenderDevelopmentIndex:ジェンダー開発指数),GEM(GenderEmpowermentIndex:ジェ
ンダーエ ンパ ワー メン ト指 数)と い う指標 がある。HDI(人 間開発 指数)は 出生時平均余命(Life
expectancyatbirth),成人識字率(Adultliteracyrate),進学率(Combinedlst,2nd,3「dlevelgross
enrollmentrate),一人あた り実質国内総生産(RealGDPpercapita),人間開発指数値(Human
DevelopmentIndexValue),一人あた り実質 国内総生産順位 か ら人間 開発指数順位 を減 じた数値
(RealGDPpercapitarankminusHDIrank)の6つの指標 で構成 され,あ る一 国の人間の能 力が
平均 的に どの程度伸 びてい るの かを測 る指数 である。GDI(ジ ェンダー開発指 数)はHDIを 男女
別 で測定 し,そ の差の程度 を指標化 した もの であ る。 男女差 がある国で はその数値 が低 くな る。
GEM(ジ ェソダーエンパ ワー メソ ト指数)は,国 会の女性議員割合(Seatsinparliamentheldby
women),女性行政職 ・管理職割合(Femaleadministratorsandmanagers),女性専 門職 ・技 術者
割合(Femaleprofessionalandtechnicalworkers),女性稼 ・所得 割合(Women'sGDPpercapita
US$)の4つ の指標 で構成 され,あ る一 国のHDIに み られ る開発 された能力 を活 用 して いるか,
その機会は男女平等に利用 されてい るか をみ る指標で ある。
こ こで ジ ェン ダーに関す るGDIとGEMを 用 い,合 計 出生率 と婚外子 出生率 との二 変量関 係お
よび多変量関係をみてみ る。図4・5はGDIと 合計出生率 および婚外子 出生率 との二変量 関係 であ
る。HDI(人 間開発指数)はPhinellietal.(2001)でいう近代化指標 に近 い指数 であるため,GDI
の水準におけ る 日本は北西欧諸 国 と同水準 に位置 してい る。相関係数はそれ ぞれ 「GDI×合計 出生
率」0.559,「GDI×婚外 子出生率」0.430で統計 的に有意 を示 してい る。 合計 出生率 と婚外子 出生
率の二変 量関係 は強 い関係性 を示 して いるが,GDIと の関係性 は合計 出生率 とやや強 い線形関係
を持 ち,婚 外子 出生率は若干弱 い線形 関係 である といえる。 図6・7はGEMと 合 計出生率 お よび
婚外子出生率 との二変量関係であ る。GEMはPhinellietal.(2001)のジェン ダー指標 に近 い指数
であ るた め,GDIと は異な り日本 は東 欧諸 国や南欧諸 国 と同水準 に位置 してい る。相 関関係 はそ
れぞ れ 「GEM×合計出生率」0.557,「GEM×婚外子 出生率」0.742で統計的 に有意 を示 している。
合計 出生率 との関係はやや強めの線形 関係を示 してお り,婚 外子 出生率 とは強めの線形関係 を示 し
て いる。婚外 子出生率 はGDIよ りもGEMに 強 く線形 関係 を示 してい る ことが示 された。 これは
近代化よ りも女性の政治参加度や労働参加度が婚外子 出生率 と強い関係性 をもつことを示 してい る。















































































GO1《ジェンダー 目 先 指 数)
-52－
os4 eθ6































崇 ノル ウ ェー
崇
オー ストラ鷲 蕊 二
・判 ス崇まルニ ランダ
ポル トガル 寮 牽スウェーデン
韓国 峯
峯 スイス




GEM(ジエンダ ーエンパ ワー メント指 数)
図7GEM(ジ ェンダーエンパワーメント指数)と 婚外子出生率の二変量関係
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図8で は 合 計 出 生 率 に対 す るGDIとGEMの 重 回 帰 分 析 結 果(TFR=-0.93+0.59GEM+
2.28GDI)とR2値(0.37;寄与率37%)を 示 してあ る。 合計 出生 率に対 しては,GDIとGEMは
相関係数 では同水準 であ るものの 偏回帰係数 でみ る とGDIの 方 が一 単位当 た りの合計 出生率 の増
加 量 が大 きい こ とが 示 され た。 図9は 婚 外 子 出生 率 に 対 す るGDIとGEMの 重 回帰 分 析 結 果
(EXBirth=23.31+118.48GEM+[-86.29]GDI)とR2値(0.57:寄与率57%)を 示 してい る。 婚
外子 出生率 に関 してGDIは 負の効果を持つ こ とが示 された。
6.ま とめ
本章では,Phinellietal.(2001)の「欧州比較モデル」を拡張 した 「国際比較モデル」を用いて,
近代化,ジ ェンダー,家 族行動の3側 面から先進工業国における日本の特徴を分析 した。分析モ




率の低さが 目立 っており,事実婚(同 棲)や 片親家庭など多様なユニオン形成や30代での出生力
のキャッチアップ効果がみられる国々との差異を説明するものであることが示された。このような
傾 向は国連開発計画が作成 したジ ェンダー開発指数GDIやジ ェソダーエンパ ワーメソ ト指数
GEMによっても確認することができた。一方で,高学歴化やそれに伴う初婚年齢の上昇など女性
の社会進出を可能にする要素が増加しているにもかかわらず,労 働市場において男性 との差が多 く
みられることや,家庭 と就業の両立に困難を抱えているという点で南欧諸国や ドイツやオランダな
どの共通性が見出された。





※ 指 標 に関 す る 注 意 点
デ ン マ ー ク:第 一 子 出 生 時年 齢 の2000年は1996年・寿 命1965年は1963年
ドイツ:寿 命1960年は1963年
ア イル ラ ン ド:寿 命1960年は1961年,1970年は1971年
オ ー ス トラ リア:TFR1985年は1986年
イギ リス:寿 命1975年は1976年・合 計 離 婚 率2000年は1998年
フ ラン ス=第1子 出生 時 年 齢2000年は1999年
ギ リシ ャ:婚 外 子 率1960年は1961年,2000年は1999年・第1子 出 生 時 年 齢2000年は1999年・平 均 結 婚 年 齢 ・
合 計 離 婚 率2000年は1999年・寿 命1960年は1961年,2000年は1999年
イ タ リア:人 工 妊 娠 中 絶 数2000年は1999年・第1子 出生 年 齢2000年は1997年・合 計 離 婚 率2000年は1997年の
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もの を 記 載 ・初 婚 年 齢2000年は1999年
ポ ル トガ ル:平 均 寿 命1975年は1974年
ス ペ イン:第1子 出生 時 年 齢1960年は1961年・合 計 離 婚 率1980年は1981年,2000年は1997年
ポ ー ラン ド:人 工 妊 娠 中 絶 数2000年は2001年
ル ー マ ニ ア:第1子 出生 時 年 齢1960年は1961年・失 業 率1990年は1991年・新 聞発 行 部 数1995年は1994年
ノ ル ウ ェ 一ー:PC1990年は1991年
ベ ル ギ ー:失 業 率1970年は1971年
ドイ ツ:失 業 率1990年は1991年
ハ ン ガ リー:失 業 率2000年は1999年
オ ー ス トラ リア:TFR2000年は1998年,婚外 子 割 合2000年は1998年,平均 初 婚 年 齢1970年は1971年・1980年
は1981年,第1子 出生 時 年 齢2000年は1999年
ア メ リカ 合 衆 国:婚 外 子2000年は1998年,初婚 率2000年は1988年(最新 年 次)
新 聞 指 標2000年は1995年
女 性 議 員 割 合:1995年は1997年
GDI・GEM2000年は2002年
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